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一般会計 担当課

事務事業名 担当部

根拠法令・個別計画

1

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

心と体の健康づくりへの取組みを支援します

1

平成１２年度以前

保健・福祉

4

～

保健センター　

予防係

4

健康増進法

1

平成３０年度以降

健康づくり

◆２５年度実施内容

・肝炎ウイルス検診、前立腺がん検診、子宮がん施設検診、胸部Ｘ線健診、胃がん検診、

大腸がん検診を医師会の契約医療機関で個別に実施した。

・胃がん、大腸がん、子宮がん、肺がん、骨粗しょう検診を保健センター、各市民センター

等で実施した。

・集団検診では、毎月広報等で周知、募集し、検診票を送付した。

・個別検診では、各医療機関で実施した検診の検診票を点検し、結果を把握し、検診料の

支払事務を行った。

・初回受診者を増やすために、チラシを医療機関の窓口に設置した。

◆２５年度直接経費の内訳

　消耗品・印刷製本費・通信運搬費等（3,985千円）

　検診等委託料（189,365千円）

　その他財源の内容：がん検診等受診料（21,549千円）

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

成人保健健康診査、がん検診等を実施することにより、がん、生活習慣病の早期発見、早

期治療と健康意識の向上を図る。
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　〇26年度実施内容

・新たに人間ドック事業を開始。（対象者：４０歳以上の市民で国民健康保険被保険者、後

期高齢者医療被保険者、協会けんぽ被扶養者）

・胃がん検診、大腸がん検診の対象年齢を３０歳以上に拡充。

・受診料の見直しを行い７０歳以上の方からも個人負担として一律５００円を徴収。

・広報等での周知を実施する。

　

◆２６年度直接経費の内訳

　消耗品・印刷製本費・通信運搬費等（6,363千円）

　備品購入費（80千円）

　検診等委託料（253,133千円）
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事業実施におけ

る課題

がん検診の回数、受診者数については、目標を達成できたものの、がんの早期発見のために

は今まで検診を受けたことがない初回受診者数を増加させていく方策を検討する必要があ

る。

また、２４年度外部評価において以下の取組方針が決定されており、検討を行う必要がある。

・将来の市の負担予想を算出し、適正な自己負担や若い世代に効果の高い検診について対

象年齢の拡大など事業のあり方を検討する。

・事業のＰＲは、単に制度の案内をするだけでなく、早期発見率の提示や早期発見のメリットを

アピールする等、より効果的なＰＲを行う。
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・胃がん検診、乳がん検診（集団）の回数は目標を達成することができた。

・胃がん、大腸がん、乳がん検診受診者数（集団）の内、胃がん、乳がん検診受診者

は概ね目標を達成することができた。
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２７年度以降

の改善案

本事業の効果をより高いものとするために２６年度の検討内容を踏まえ引き続き検

診制度などを検討・実施する。

施施施施

結結結結

果果果果

アピールする等、より効果的なＰＲを行う。

がん、生活習慣病の早期発見のためには、今まで検診を受けたことがない初回受診

者を増やしていくことが重要である。

判定理由

小牧市民の死亡の原因の1位は、がんによるものである。がんにより死亡に至らぬよ

うにするためには、がんの早期発見、早期治療が重要である。そのため、事業を縮

小・廃止した場合は、さらにがんの早期発見が遅れる人が増えるものと考えられる。

維　持

事業のＰＲは、単に制度の案内をするだけでなく、金銭的にメリットのある検診である

ことや早期発見率の提示及び早期発見のメリットをアピールする等、より効果的なＰ

Ｒを行う。

・各種がん検診において、受診しやすい料金設定及び若い世代に効果の高い胃が

ん、大腸がん検診の対象年齢を40歳以上から30歳以上に拡充するとともに、超高齢

社会に突入し健康診査において本事業を継続的に実施していくために７０歳以上の

自己負担額を一律５００円とした。

・保険者（対象者：国民健康保険被保険者、後期高齢者医療被保険者、協会けんぽ

被扶養者）が実施する「特定健診」と「がん検診」を同時実施した人間ドック事業を開

始する。
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